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100名以上の最高経営責任者（CEO）を対象
として、現在直面している最も大きな課題を挙げていただくア

ンケート調査を最近実施しました1。不確実性の高まり、ス

テークホルダーの期待の変化、予測不可能な政治的圧力、

チャンスとリスクの両方を生み出す強力な最新テクノロジー

への対応など、多くのCEOがいくつかの共通するテーマを挙

げました。

これらのアンケート結果は、わずか数年前の結果とは異なっ

ています。当時のCEOは、組織文化や競争の激化について

懸念していました2。しかしそれ以来、多くのことが変化したの

です。例えば、経済的なショックが政治体制を揺るがしました。

新型コロナウイルスのパンデミックにより、世界のサプライ

チェーンは分断され、仕事や日常生活における新たな習慣

が生まれました。貿易相手国間の摩擦が拡大しました。劇的

に変化するテクノロジーは、企業と消費者の両方にとって、

実現できることを根底から変えました。業界の統合が競争環

境を一変させました。新たな法律が制定され、数十億ドル規

模の損失も発生したことにより、サステナビリティに対する緊

急性が高まりました。パーソナライゼーション、スムーズな体

験、企業の透明性や信頼性に対して、消費者の期待が高

まっていきました。

こうした変化によって新たな状況が生まれ、企業が競争し勝

利する方法に影響が及んでいます。だからといって、戦略の

基礎が変わったわけでも、優れた戦略の定義が変わったわ

けでもありません。企業は引き続き、競争優位性を生み出す

ために、5つの重要要素（勝利へアスピレーション、どこで戦う

か、どのように勝つか、コア能力、経営管理システム）に関す

る選択を行う必要があります。

1

ところが多くの企業はこの新たな状況を受け入れておらず、

戦略策定のアプローチも最新化していません。多くの組織

は、戦略に関する強力なプロセスや能力を内部に有してい

ます。しかし、将来の選択について事後的な判断に頼った

り、より多くのデータや豊富なインサイトが利用可能である

にもかかわらず従来型のデータ分析に軸足を置いたり、次

の計画サイクルの前にその選択を裏付ける前提が崩れる

可能性があるにもかかわらず複数年の戦略にコミットしたり

する事態は、依然としてよく見られます。

それこそが、戦略の最新事情についてここでご紹介する理

由です。ビジネスリーダーが直面する世界と市場の新たな

現実の一部に焦点を当て（1～2ページ）、優れた成果をも

たらすであろう戦略構築のための新たなアプローチと結び

つけます（3～5ページ）。

なぜなら、今日の課題に正しく適合する新しい方法が必要

だからです。世界が速く動くならば、戦略はアジャイルであ

る必要があります。課題が複雑であれば、戦略は包括的で

なければなりません。将来が不確実であれば、戦略はレジ

リエントである必要があります。そして、強力な最新テクノロ

ジーによって現状が劇的に変化し続けるのであれば、戦略

は大胆でなければなりません。

新たな状況が生まれており、

企業が競争して勝利する方法に

影響を及ぼしています

全体像
新たな現実 
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完成した製品やサービスを顧客に届ける上で一層重

要になってきています。（例えば、信頼されている消費

者ブランドを有する小売企業は、物流やサービスの

パートナーと協力し、「自宅でのケア」サービスを提供

しています。） こうしたコラボレーションは、知識、イン

プット、製造、流通、および顧客との接点に影響を与え

ます。企業は、直面する戦略的選択のうち、伝統的な

業界の慣習によって規定されているのはどれかを見

極める必要があります。また、業界の境界という古い

概念のせいで、新たな可能性を見いだせなくなってい

る領域はどこかも把握しなくてはなりません。

新しい機会を大胆に活用するために、テクノロ

ジーを取り入れましょう。人工知能（AI）からバイオ

テクノロジー、スペーステクノロジーに至るまで、テクノ

ロジーは新しいビジネスチャンスと、競争優位の新た

な源泉を生み出しています。デジタルテクノロジーはサ

プライチェーンの最適化を促進し、バックエンド機能も

強化することにより、大幅なコスト削減や品質向上を

可能にしてきました。さらに目に見えるところでは、テク

ノロジーを駆使した革新的なビジネスモデルや、デジタ

ルチャネルを通じて消費者に直接リーチして関係を構

築する方法も実現できるでしょう。しかし新たなコスト

が発生し、新しいスキルやプロセスも必要とされるた

め、戦略オプションの複雑さが増す可能性もあります3。

長期的な価値を追求するために、広範なステー

クホルダー群を感化し、方向性を合わせます。消

費者、従業員、投資家、政策立案者はいずれも、企業

は株主の利益のためだけに存在するという考え方に

異議を唱えてきました。今日では、多くの企業がさまざ

まなステークホルダーから、事業運営に関する環境

的・社会的懸念に対応し、社会における自社の役割を

検討することで、悪影響と見なされかねない影響を軽

減し、議論を呼ぶ社会的な課題に対処するよう求めら

れています。

ビジネスや市場を取り巻く世界が近年変化しているように、

企業や経営陣にとっての市場の現実もまた変化しています。

その結果、ストラテジストが価値創造や価値獲得の方法を

検討する際には、考慮すべき新たなオプションや解決すべき

新たな課題が出現しています。特に目立つのは以下の4点

です。

新たな優位性の源により、戦略の活用に新しいオプ

ションが加わります。企業はこれまで、コスト、品質、特

定領域への注力といった、伝統的な優位性の源により差

別化を図ってきました。これらは依然として重要ですが、

今日では他の方法でも優位性を創出できます。例えば、

新たなビジネスモデル（メーカーが「サービスとしての機

器［EaaS］」を提供したり、保険会社がデータインサイトを

提供したりする場合など）や、パーソナライズされたユ

ニークな没入型体験で消費者にリーチする方法などです。

「業界」の枠を超えれば、新たな可能性が解き放た

れます。規制変更とデジタルテクノロジーのおかげで、

新たな能力を備えた新興企業や異業種からの参入企業

でも、既存の有力企業に挑むことが容易になりました。こ

れにより、競合企業（または競争相手となり得る企業）の

範囲が変化し、自社のセクター以外からの挑戦を想定し

ていなかった企業に課題が突きつけられています。同時

に、多くの組織にとって異業種とのコラボレーションは、

進化する市場

戦略の最新事情：アジャイル、包括的、レジリエント、大胆

ストラテジストが価値創造や価値獲得

の方法を検討する際には、考慮すべき

新たなオプションや解決すべき新たな

課題が出現しています

新たな現実 



今日、企業を勝利に導く戦略は、急速に変化する市場におい

て、コミットメントと柔軟性の間にある難しい対立関係を管理し

ながら、速いペースで劇的に変化していく事業環境を反映す

る必要があります。これを達成するには、戦略を策定するた

めのプロセス、インプット、ツールを、相互に補強し合う6つの

原則を軸として進化させ、新たな状況に合わせなければなり

ません。

不確実性を受け入れ、レジリエンスを構築する

戦略に対する幅広いアスピレーションについて経営幹部に話

を聞くと、さらに優れた戦略（より強固で、データに基づき、十

分に練られ、実行可能な戦略）にすることが目標であるだけ

でなく、急速な変化によって今日の経営陣が直面しているさま

ざまな課題に対応できるようレジリエンスを高めることも目標

とされています。誰も未来を予測することはできませんが、経

営幹部はシナリオ・プランニング、ウォーゲーム、ホライズン・

スキャニング、モニタリングを通じて、この先に起こり得ること

について定期的に想定を検証し、正しいかどうか確認するこ

とを検討すべきです。組織の成功が脅かされるような形で世

界がどのように変化する可能性があるのか、長期的に企業

がどこに向かうのか、どのオプションがさらに価値を持つよう

になるか、そしてそれが事業にとってどのような意味を持つの

かについて、対応する準備を整える上でシナリオが役に立ち

ます。異なる未来、さらには予期せぬ未来において、自社の

戦略がどのように機能するかを理解することで、経営幹部は

成長を促進し、組織を率いる新たな方法を特定して追求でき

ます。

ひとたび方向性が定まれば、経営陣は同じツールを使って

（後述のテクノロジーと組み合わせて）変化のシグナルに注目

し、優先順位や行動を調整するための継続的な対話を行うこ

とが可能になります。例えば戦略チームはAIを使って、何千も

の世界中の情報源からグローバルなトレンドを素早く調査し、

戦略の見直しや刷新を行う際に対処すべき潜在的な課題や

検討すべきオプションを特定できます。

2

組織にとって「北極星」のような目指すべき目標を掲げ、そ

れに向かって足並みを揃えることはこれまで同様に重要で

すが、新しい状況に日々の業務と投資を適応させるには、

企業の戦略刷新や戦略計画レビューのサイクルを早めるこ

とも同じく重要です。（Deloitteが最高戦略責任者［CSO］を

対象に実施した最近の調査によると、58%が戦略レビュー

の頻度が増加していることに同意しました4。）リーダーはこ

のようなレビューに取り組む際、戦略計画を単なるプロセス

トラッキングや予算編成の機会にしてしまうことなく、変化す

る環境や自社の業績に関する新しいデータや情報に基づ

いて戦略的選択を再評価・微調整する機会にすべきです。

迅速かつ果断に

戦略策定のスピードは、企業が競争している市場の変化速

度に合わせる必要があります。インサイトに至るまでのス

ピードは、ストラテジストの次の重要業績評価指標（KPI）で

す。データと高度なアナリティクスは、幅広い情報源から得

られた即時性の高いインプットによって、意思決定者がより

迅速な意思決定を行うために役立ちます。組織が観察し、

方向を合わせ、意思決定し、行動するスピードは、こうした

ツールによって大幅に向上しました。このことは、オプション

の特定、テスト、選択をさらに迅速に行えるようになったこと

を意味します。そのためには、組織内外のデータを活用して

オプションをモデル化したり、重要指標を追跡したりできる

データサイエンス・チームと協力する必要があるでしょう。と

はいえ、それと同じくらい重要なのは、新しい高速なインプッ

トに対応するために、意思決定プロセスを最新のものにす

ることです。

3
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新たなプロセスがなければ、より多くの情報源から得られる大

量のデータが、迅速で確実な意思決定を促進するどころか、

遅らせることになりかねません。

実行とのギャップを埋める

実行は戦略の重要な一部分であるにもかかわらず、組織は

それを別のものとして扱う傾向が強くあります。ストラテジスト

と実行者は協力し、戦略策定と展開の際に現場からのインサ

イトを考慮し、戦略的選択の可能性を迅速に評価するために

必要なフィードバックを得る必要があります。例えば、試作や

概念実証を行うことで、企業は多額の資金を投入する前に現

実の世界でアイデアをテスト・修正し、「立証責任」を果たすこ

とができます。さらに、策定済みの戦略を実行者が解釈して

実行しようとするよりも、早い段階から実行者を戦略策定プロ

セスに参加させるべきです。それによって実行者が内容を明

確に理解でき、迅速に成果を上げられます。実行者の視点は

また、プロセス全体を通して資本、時間、人材の配分を最適

化し、無駄な労力を最小限に抑える一助になります。

組織内外の多様な視点を捉え、統合的に扱う

効果的な戦略では、より革新的な選択肢を見つけるために、

多様な経験、意見、視点を取り入れる必要があります。社内

においては、従来の戦略リーダー（CSO、最高財務責任者

［CFO］、CEO）だけが主導するのではなく、ビジネスの中心

に近い人々や、企業価値の創造に携わる人々も戦略に参画

できます。例えば、組織によって異なりますが、最高情報責任

者（CIO）、最高技術責任者（CTO）、最高人事責任者

（CHRO）、ブランドやデータ担当の経営幹部を重要な協力者

として含められるでしょう。（DeloitteがCSOを対象に行った最

近の調査では、回答者の62%が、「企業戦略において果たす

役割が増している」人材として特にテクノロジーリーダー（CIO、

CTO）を挙げました5。）
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同時に、外部環境が複雑化した今日では、経営幹部はさまざ

まなステークホルダーに対するコミットメントを明確化しなけれ

ばならないとのプレッシャーを感じることがあり（例：あらゆる

人のためにどのように価値を創造するか）、以前は必要な

かったような選択を迫られています。成功する戦略プロセスと

は、さまざまなステークホルダーの目標を認識し、相反する点

を表面化させ、トレードオフを比較し、異なるアスピレーション

や時には対立するアスピレーションについて調整を促すよう

な、生産的な対話を促進するものである必要があります。こ

れらはすべて長期的な価値を生み出すことにつながります。

戦略策定プロセスの早い段階で、組織内外からの広範で多

様な視点や声を調整する力は、戦略対話に深さをもたらし、

社会的な期待が高まる世界において成功確率を高めることに

なるでしょう。それはまた、ステークホルダー間の調整を促進

する上で、戦略が果たす重要な役割の証明でもあります。こ

れにより、戦略的選択が市場やビジネスの実情と合致してい

るという大きな自信を経営陣に与えてくれます。
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データとアナリティクスを活用し、適切な情報に基づく

選択を行う

意思決定者は、業務、市場、顧客、競合他社などに関して、

これまで以上に多くの情報を利用できるようになっています。

こうした情報によって、意思決定者は市況をより正確に理解

し、決定に対するロジックと根拠を強化できるはずです。また

意思決定者は、AIを通じてさらに大規模で豊富なデータセッ

トにアクセスし、統合することが可能になります。AIを活用す

れば、意思決定の影響と結果について正確に理解する上で

役立つインサイトを生み出せます。関連データ、強力なアナ

リティクス、定量的エビデンス、シミュレーションを融合するこ

とで、規律と正確性を高め、戦略策定の中核をなす創造性

と人間による判断を強化できます。同様のツールは、変化す

る状況や企業業績をモニタリングし、リアルタイムにより近い

タイミングでの調整を可能にする上でも役立ちます。

大胆な計画には大胆な実行を

組織変革の専門家たちは以前から、新たな方向に舵を切る

には大胆な行動が必要であることを理解しています6。リー

ダーが戦略を新たな行動に移すことを検討する際には、企

業の能力と管理システムに対する大胆で際立った投資を検

討すべきです。組織によって異なりますが、現在のビジネス

や管理システムを拡張するような新たなテクノロジー、人材

プール、スキルへの大きなコミットメント、または既存市場で

の成長を加速させ、新市場へ進出するためのM&A、あるい

は試作や自動化を通じた迅速な実行などが必要になるで

しょう。

5

このようなアイデアの大部分は、さらに

多くのショックが発生し、新たな課題が

与えられ、意思決定者に新たな疑問を

投げかけるような環境に企業が適応し

ていく中で、過去10年にわたり個別に提

起されてきたものです。しかし地政学的、

経済的、技術的、環境的、その他の変

化のスピードや程度が同時に高まって

いる現在、戦術リストから個別の戦術を

選ぶのではなく、まとまりのある相互に

補強し合う一連の選択肢として戦術を

考えることが急務となっています。
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関連性の高いデータと強力な

アナリティクスは、戦略策定の

中核である人間の判断の

正確性を高めます



何から取り組むか？ 

変化する状況の中で選択肢を検討しそれらにコミットする力、変化をモニタリングし時間とともに戦略

を進化させる力、および組織内外の複数の視点を取り入れる力は、企業幹部が今日の世界で成功す

る確率を高め、大きな自信を持ってビジネスを推進する上で役立ちます。

何から取り組み始めるべきかについて、いくつかの質問をご用意しました。回答することで、次のス

テップへの実践的なオプションを把握できます。

貴社の戦略では、今日のマクロ環境と市場環境を考慮した上で、どのように優位性を築き、

維持することを目指していますか？ 

貴社の戦略では、伝統的な業界の常識の外にある価値や競争優位性を実現するために、

どのような源泉を活用していますか？ 

競争と勝利が求められる状況において、変化に適応するために、組織の能力をどのように

進化させてきましたか？  

貴社の戦略は、社内外の多様なステークホルダーのニーズを反映しており、戦略に対する

支持を得られていますか？ 戦略策定プロセスに貢献した人々との間で、包括的かつ大胆で

野心的な対話を行えるように、どのような取り組みをしましたか？

未来がどのように進化し、それが戦略にどのような影響を及ぼすかについて、貴社が作成し

た妥当性の高いシナリオは何ですか？ 戦略的選択を調整する必要があるかどうかを判断

するために、具体的にどのような指標をモニタリングしていますか？ 

戦略の策定、モニタリング、調整において、どのようなデータ、インサイト、ツールを活用して

いますか？ 早期に成果を実現したり、リソース管理を改善したりする目的で、AIをどのように

活用していますか？

貴社の戦略における具体的な要素の中で、大胆で野心的だと感じるものはどれですか？ よ

り保守的または漸進的な選択を反映している要素はどれですか？ その選択は明示的に行

われましたか？
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新たなアプローチ 



これらの質問に対する回答から、脆弱性を見つけて、脆弱性

が問題化する前に解決できる可能性があります。以下はその

例です。

❖ 質問（1）、（2）、（3）、（7）の回答に満足できない場合は、

経営陣や戦略チームを招集し、戦略を刷新することを検討

してください。このプロセスを加速するために、専用の戦略

ラボで行っても良いでしょう。戦略の全面的な見直しまで

は必要ないかもしれませんし、そのような見直しは行いた

くないかもしれません。しかし、これらの質問に基づいて体

系化した取り組みを集中的に実施すれば、現在の戦略と

今日の実情をうまく一致させるための適切な調整が可能

になります。

❖ 質問（4）、（5）への回答から、潜在的なギャップが明らか

になった場合、戦略プロセスの再考や修正を検討するべ

きでしょう。シナリオ・プランニングの取り組みは、包括的な

戦略プロセスの最初の段階として実施するのが通例かも

しれません。しかし、現在の戦略のストレステストをしたり、

戦略策定時には見えなかった潜在的なリスクを表面化さ

せたりする目的で、シナリオ・プランニングはいつでも行う

ことができます。

❖ 質問（6）への回答は、いくつかの能力ギャップを埋め、戦

略開発チームのスキルを向上させる機会を指し示してい

る可能性があります。先述したように、CIOやCTOは戦略

策定において一層重要な役割を果たすようになっていま

す。データサイエンティストを会話に参加させることで、過

去数年間には想像もつかなかったような、しかし今後数年

間では不可欠となるような選択肢が発見・創造され、CIO

やCTOの役割を強化できるでしょう。
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戦略に対するアプローチを、より新しく現代的なものへ進化さ

せる取り組みは、一度に実現する必要はありません。これら

の質問に対する貴社の回答は、現在の最も大きなニーズに

対処するための実践的な出発点を指し示してくれるでしょう。

しかし、どのような組織変革の取り組みでもそうであるように、

優れた成果を出すには、持続的な努力が必要です。多くの場

合、ステークホルダーやパートナーと協働し、それぞれがさら

に強固な戦略策定システムを目指して結集しなければなりま

せん。
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優れた戦略は、かつてないほど

重要になっています。今日の戦略を

定義するものは、成功に向けて

進化し続けるプロセスです

そのような取り組みを続けられれば、入

念に準備された戦略プロセスを構築し、

2020年代の残りの期間にビジネスリー

ダーが直面するであろう課題に対応で

きるでしょう。こうしたプロセスを通じて

斬新な独自のアプローチを発見し、優

れた成果やステークホルダーとの連携

を実現し、依然として予期せぬことに満

ちた世界に順応できるようになります。

なぜなら、さまざまな要素が変化したに

もかかわらず、優れた戦略はかつてな

いほど重要になってきているからです。

今日の戦略を定義するものは、成功に

向けて進化し続けるプロセスです。その

プロセスは、現在に適応しながらも、未

来にも対応できる必要があります。
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